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Ⅱ 事業者における開設準備 
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１ 事業計画の決定など 

 

（１）実施類型及び規模等の検討 

    病児対応型及び病後児対応型は、原則として、その施設を利用してい

ない児童も含めて利用対象とする必要があります。したがって、利用対

象者が不特定多数の広い範囲に及ぶことを念頭におき、適切な準備期間

と場所を確保しながら、定員規模についても市町村と協議の上、決定し

なければなりません。 

 

（２）収支予測 

    安定的かつ継続的に事業を実施していくために、あらかじめ運営に係

る収支予測を行い、病児保育事業の経営に支障のないことを確認してお

かなければなりません。収支予測で事業運営が可能と判断しても、市町

村からの委託料の支払方法や時期によっては、資金繰上げの問題も生じ

るため、市町村に契約の内容や条件等を確認しておく必要があります。 

 

（３）リスク管理体制の検討 

    安定的かつ継続的に事業を実施していくために、賠償責任保険への加

入、施設内での感染症のまん延防止対策、心肺蘇生訓練、非常災害時に

備えた避難訓練など、運営上のリスクを低減する対策が必要です。 

 

（４）職員の配置条件と勤務体制 

    病児保育事業の実施に当たって、求められる職員の配置条件は、以下

のとおりです。 
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    【職員配置の基準（職員１人が対応可能な児童）】 

事業類型 看護師等※ 保育士 

病児対応型 おおむね 10：１ おおむね３：１ 

病後児対応型 おおむね 10：１ おおむね３：１ 

体調不良児対応型 ２：１ ― 

    ※看護師等  看護師、准看護師、保健師又は助産師 

 

    職員の配置については、病児対応型及び病後児対応型事業の実施に当

たって、事故防止及び衛生面に十分配慮したうえで、以下のような取扱

いが認められています。 

 

   【利用する児童がいる場合】 

    看護師等の常駐が要件となります。ただし、次の①から④までに掲げ

る要件を満たし、利用する児童にとって安心かつ安全な体制が確保され

ている場合には、看護師等の常駐を要件としないことができます。 

 

   ① 病気からの回復過程を遅らせたり、二次感染を生じたりすることが

ないよう、利用する児童の病状等を定期的に確認・把握した上で、適

切な関わりとケアを行うこと。 

 

   ② 実施施設が医療機関内に設置されている場合等であり、病児保育事

業実施施設と看護師等が病児保育事業以外の業務に従事している場

所が近接していること。 

 

   ③ 看護師等が病児保育事業以外の業務に従事している場合においても、

緊急の場合は病児保育事業実施施設に速やかに駆けつけることがで

きる職員体制が確保されていること。 

 

   ④ 看護師等が常駐しない場合であっても、保育士等を複数配置するこ
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とにより、常に複数人による保育体制を確保していること。 

 

   【利用する児童がいない場合】 

    利用する児童が発生した場合に、連絡を受けた保育士及び看護師等が

速やかに出勤し、業務に従事するなど、柔軟な対応が可能となる職員体

制が確保されていれば、利用する児童がいない場合は保育士及び看護師

等の常駐を要件としないことができます。 

 

    また、病児保育事業の利用は、季節による繁閑差が大きいので、職員

を複数登録しておき、利用児童数に応じて、必要となる数の職員が勤務

することができるような工夫も必要です。ただし、この場合であっても、

登録職員には定期的な研修を実施し、職員の病児保育の知識の習得と処

遇技術を研さんすることが大切です。 

 

（５）他職員の協力依頼 

    病児保育事業の実施に当たり、専任職員を配置する必要がありますが、

病児保育事業が独立した事業であるとしても、実施施設等における事業

従事者以外の職員との意思疎通及び協調体制が確保されなければ、事業

を安全に実施することはできません。 

    事業主体の責任者は、病児保育事業を開始することについて、職員に

十分な説明を行い、理解の促進に努めるとともに、新たに加わる病児保

育事業の専任職員とのコミュニケーションの円滑化に配慮すべきです。 

 

 

２ 施設又は設備の整備 

 

（１）児童の過ごし方に配慮した設備の設置 

    病児保育事業の設備基準は、以下のとおりです。 
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    【施設設備の要件】 

事業類型 施設設備の要件 

病児対応型及び 

病後児対応型 

病院・診療所等に付設された専用スペース又は本

事業のための専用施設であって、次の①から③ま

でに掲げる基準を満たし、市町村が適当と認めた

もの 

① 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ

観察室又は安静室を有すること。 

② 調理室を有すること。なお、病児保育室専用

の調理室を設けることが望ましいが、本体施設

等の調理室と兼用しても差し支えないこと。 

③ 防止及び衛生面に配慮されているなど、児童

の養育に適した場所とすること。 

体調不良児対応型 保育所又は医務室が設けられている認定こども

園、小規模保育事業所、事業所内保育事業所の医

務室、余裕スペース等で、衛生面に配慮されてお

り、対象児童の安静が確保されている場所とする

こと。 

 

病児対応型又は病後児対応型事業の実施場所を決定する際には、周辺

環境に問題はないか、換気や採光のための開口部を確保できるか、非常

災害時に児童の避難に適した避難経路を確保できるか等、児童の保育と

看護を行う上で支障のないことを確認する必要があります。 

    また、改修によってトイレ、調理室や調乳室等を新たに設置しようと

する場合は、給排水やガスの配管工事が可能であることについて、あら

かじめ確認する必要があります。 

 

（２）市町村への確認 

    事業実施施設の適否についての最終的な判断は、事業の実施主体であ
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る市町村の考え方によって異なるので、市町村への確認が必要です。設

備の整備や改修等に当たっては、補助金等を活用できる場合があるため、

必要に応じて市町村に確認します。 

 

 

３ 職員研修 

 

（１）開設前の職員研修（ＯＦＦ－ＪＴ研修） 

    事業開始前に、職員に対する研修が必要になります。研修は、原則と

して、国要綱に定める内容のものを県が実施しています。 

 

   【県が実施する研修の内容】 

科目名 内容 

１ 病児・病後児保育

の概要 

① 地域子ども・子育て支援事業としての病

児保育事業 

② 地域連携による子育て支援の必要性 

２ 病児・病後児保育

の発達・心理を理解

したうえでの遊び 

① 児童の発達と発達段階を踏まえた接し方 

② 病気の児童の理解 

③ 病気の児童へ安心感を与える保育・看護 

④ 病気の児童の安静を保ちながらできる遊

び 

３ 病児・病後児保育

を利用する児童の

主な症状と対応 

① 主な症状とケア（発熱、咳、下痢、嘔吐） 

４ 薬に関する知識 ① 乳幼児の薬 

② 薬の与え方 

５ リスクマネジメ

ント 

① アレルギー 

② アナフィラキシー 

③ 熱性けいれん 
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④ 乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ） 

⑤ 環境整備と緊急事態 

⑥ 児童の一次救命措置法 

６ 病児・病後児保育

における感染症対

策 

① 感染経路を理解したうえでの対策 

② 病児・病後児保育における感染対策の実

践ポイント 

③ 注意が必要な主な感染症と対策 

④ 予防接種 

７ 児童が病気のと

きの保護者支援 

① 児童が病気の時の保護者支援 

 

    また、この研修以外にも、既に病児保育事業を実施している医療機関

等の協力により、事業者が自主的に研修を実施することや、保育関係団

体や全国病児保育協議会などが主催する研修を積極的に利用することも

検討します。 

 

（２）ＯＪＴ研修 

    事業開始前の施設での研修は、実際の児童の預かりのない中での実施

になるので、職員間のコミュニケーションを図る上では効果的ですが、

児童の処遇の実感を伴いません。このため、既に病児保育事業を実施し

ている事業者の協力を得て、職員の派遣研修を実施する方法も検討しま

す。 

 

 

４ 医療機関との連携等 

 

（１）日常の指導助言を依頼する医師との連携 

    医療機関でない施設が病児対応型事業を実施する場合は、児童の病態

の変化に的確に対応し、感染の防止を徹底するため、日常の医療面での
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指導、助言を行う指導医をあらかじめ選定しておく必要があります。市

町村において、地区医師会との調整後、指導医と文書により取決めを結

ぶことになるので、その後に取決め内容の確認や具体的な指導方法等の

事前打合わせを行います。 

    保育所等の施設では、施設の嘱託医が指導医となることも考えられる

ことから、必要に応じて市町村と協議します。 

 

（２）児童の症状が急変したときの初動対応方法の確認 

児童の症状（様子）が大きく変化し、施設での保育・看護の実施が困

難となった場合の初動対応は、事業運営上の重要なポイントになるので、

次の①及び②に掲げる事項を確実に行います。 

 

① かかりつけ医との事前打合わせ 

個々の児童の既往歴、予防接種の状況や利用当日までの症状につい

ては、かかりつけ医が把握していることが一般的であり、児童の症状

の急変時の初動対応は、それぞれの児童のかかりつけ医への連絡・相

談が基本です。 

具体的な対応方法としては、かかりつけ医の指示を受け、児童をか

かりつけ医に連れて行くとともに保護者に連絡することなどについ

て、あらかじめ保護者との間で取り決めておき、市町村と地区医師会

との調整後に、かかりつけ医とは事前に打合わせを行います。 

 

   ② 応急時対応を依頼する医療機関との事前打ち合わせ 

かかりつけ医のほか、特に緊急を要する場合の応急的な対応を行う

ための協力医をあらかじめ選定しておく必要があります。市町村にお

いて、地区医師会との調整後、施設の嘱託医となっている医療機関や

近くにある診療所などに協力を依頼して、文書により取決めを結び、

その後に取決め内容を確認するなどの事前打ち合わせを行います。 
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５ 事業の法的位置付けや届出等 

 

（１）社会福祉法上の位置付け 

    病児保育事業は、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）上の第二種社

会福祉事業として位置付けられています。このため、社会福祉法人が事

業を実施する場合には、定款のなかで「病児保育事業の経営」を規定し

ておかなければなりません。 

    また、社会福祉事業を営む者としての義務について、サービス利用者

に対する情報提供努力義務、利用契約の申込み時の説明の努力義務、利

用契約成立時の書面の交付義務、質の向上のための自己評価等の努力義

務及び誇大報告の禁止が定められているため、留意しておくことが必要

です。 

 

（２）病児保育事業の届出 

    病児保育事業の実施に当たっては、児童福祉法の規定に基づき、下記

の区分に掲げる事項について、都道府県知事（中核市に所在する事業者

にあっては、当該中核市の長）に届け出なければならないこととされて

います。 

    県知事への届出は、当該事業所が所在する市町村を経由する方法によ

り、届出書を提出します。（第１号様式・第２号様式・第３号様式） 

 

   【病児保育事業に係る届出事項】 

区分 届出の事項 

開始 ア 事業の種類及び内容 

イ 経営者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主

たる事務所の所在地） 

ウ 条例、定款その他の基本約款 

エ 職員の定数及び職務の内容 
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オ 主な職員の氏名及び経歴 

カ 事業を行おうとする区域 

キ 事業の用に供する施設の名称、種類、所在地及び利用

定員 

ク 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面 

ケ 事業開始の年月日 

変更 ア 変更を生じた事項 

廃止 

（休止） 

ア 廃止又は休止しようとする年月日 

イ 廃止又は休止の理由 

ウ 現に便宜を受けている児童に対する措置 

エ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

 

    県は、届出を行った事業者に対し、児童の福祉のために必要があると

認めるときは、必要と認める事項の報告を求めたり、立ち入り調査を行

ったりするなど、設備、帳簿書類その他の物件について検査をすること

があります。事業者は、事業の実施に係る帳簿等について、適切に保存

しておく必要があります。 

 

（３）病児保育事業における事故の報告 

    事業者は、保育中に事故が生じた場合は、市町村、県を通じて国へ事

故報告することとされています。事業者においては、事故が発生した場

合は、直ちに市町村へ報告するとともに、必要な指示を仰ぎます。国へ

の第１報の報告は、原則として、事故発生当日（遅くとも事故発生日翌

日）に行います。 

    また、事故が発生した際の報告等について、あらかじめ市町村との間

で確認しておく必要があります。（第４号様式） 
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    【報告の対象となる事故の範囲】 

    ・ 死亡事故 

    ・ 治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等

（意識不明（人工呼吸器を付ける、ＩＣＵに入る等）の事故を含む。） 

    【報告のルート】 

○ 病児保育事業者 

 

 

○ 市町村担当課 

 

 

○ 県（こどもみらい課） 

 

 

○ 国 

 ・ 幼保連携型認定こども園：内閣府 

 ・ 保育所：厚生労働省 

○ 国 

 消費者庁 

 

 

６ その他 

 

   モデル事業では、保育所等の一時預かりコーナーにライブカメラを設置

しました。 

   ライブカメラの設置により、保育中の児童の様子を配信することを通じ

て、保護者の安心感を得るとともに、保育の「見える化」を推進すること

で病児保育事業実施施設における事故の防止や、職員間の情報共有による

病児保育事業の質の向上を期待できます。 

   このように病児保育事業の実施に当たっては、児童やその保護者にとっ

て満足度の高い保育を提供することができるような取組みが重要です。事
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業の実施主体である市町村とも相談のうえ、保護者が利用しやすい事業内

容を検討します。 

 


